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トンネル覆工にひびわれが観察された場合，その原因が外力によれば大規模な補強工が必要となる可能

性があり，一方その原因が外力以外であれば補修工で十分な場合もある．

本研究では，トンネルのひびわれ原因が外力によるものか否かを判定する手法の開発を最終目的に掲げ，

その第一ステップとして MMS 計測により矢板工法で施工されたトンネルを対象として覆工の形状を詳細

に計測および分析した．得られた覆工形状の特徴とひびわれとの関連性について，当時の施工方法を踏ま

えながらひびわれ発生原因を推定する方法を検討した結果を報告し，最後にトンネル点検におけるトンネ

ル覆工の形状計測の活用について一つの考え方を提示する．
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1．はじめに

対策工が必要となる古いトンネルの多くは矢板工法

で建設されており，建設から 50 年以上経過したトンネ

ルも多い．このようなトンネルでは，覆工にひびわれ

が観察された場合，外力が原因と判断される場合がほ

とんどである．その一方，施工後にひびわれが観察さ

れたにも関わらず，長期間ひびわれの成長やその範囲

の拡大のないトンネルが多いのも事実である．現状で

は，ひびわれ原因が外力によれば大規模な補強工が必

要となる可能性が高く，一方その原因がコンクリート

の硬化過程等外力に起因するもの以外であれば補修工

で十分な場合もある． 

そこで本研究では，トンネルのひびわれ原因が外力

によるものか否かを判定する手法の開発を最終目的に

掲げる．その第一ステップとして，矢板工法で施工さ

れたトンネルを対象に MMS計測により覆工の形状を詳

細に計測し，計測データを処理する方法を提案する．

つぎに，得られた覆工形状の特徴とひびわれとの関連

性について，当時の施工方法を踏まえながらひびわれ

発生原因を推定する方法を検討した結果を報告する．

最後に，トンネル点検におけるトンネル覆工の形状計

測の活用について一つの考え方を提示する． 

2．トンネル覆工におけるひびわれ原因に関する

既往研究 

現在の標準工法である NATM により施工された覆工

と矢板工法で施工された覆工とでは，恒久構造物とし

ての機能に対する考え方には違いがある． 

NATM の場合は，一次支保工により地山の変形が収

束したことを確認したうえで，覆工コンクリートが施

工されるため，覆工には基本的に荷重が作用しないも

のとされる．これに対し，矢板工法の場合は，荷重

（外力や施工時荷重など）を受け持つと考えるのが一

般的である．したがって，矢板工法により施工された

覆工でひびわれが観察された場合には，これが外力に

よるものであるか，それ以外の覆工コンクリート硬化

過程等において生じたものであるかを区別するととも

に，補修工もこれに応じて選択する必要がある． 

外力による覆工コンクリートの変状やひびわれにつ

いては，たとえば文献1)および2)では，その発生メカニ

ズムが詳細に分析され，その結果が整理されている．

したがってこれらにより，点検時の観察結果をもとに

要因を特定し，適切に対処することが可能である． 

覆工コンクリートの硬化過程で発生するひびわれに

関しては，これまでに様々な研究が行われてきた（た
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とば文献 3）～12））．これらに基づけば，覆工コンク

リートの硬化過程では，温度変化による収縮，自己収

縮，乾燥収縮などの体積収縮が発生し，これがひびわ

れの原因と考えられる．この場合の体積収縮ひずみは

いずれも10--4のオーダーであり 13），覆工の変形は数mm，

セントルの形状やコンクリート打設時の施工精度など

の形状効果を考慮してもせいぜい数 cmであると考えら

れる．このような覆工コンクリートの硬化過程に起因

したひびわれであれば，外力によるものとは異なり構

造の安定を脅かすものではないと考えられる．ただし，

現状では観察されたひびわれが覆工コンクリートの硬

化過程に起因したものであることを特定する手段に乏

しい． 

そこで，本研究では矢板工法で施工され，かつ，ひ

びわれの観察結果から，概ね覆工コンクリートの硬化

過程に起因するひびわれが発生していると判断できる

トンネルを対象として，覆工の形状を詳細に計測した．

得られた形状の特徴とひびわれパターンとの関連性を

調べ，形状の計測からひびわれの原因を推定する方法

を検討した．なお，計測には計測時間の短さや通行止

めの必要がないことから，移動体からのレーザスキャ

ニングを採用した 14)． 

3．レーザスキャニングによるトンネル覆工の形

状計測と計測データ処理方法 

(1) 移動体からのレーザスキャニング手法

計測には，三菱電機（株）製のMMS（Mobile Mapping 

System）を用いた（図-1）．レーザスキャナは，既設の

ものにZ+F社製のスキャナを増設し，点群密度や計測精

度を向上させた．具体的には，精度誤差は10 mmから0.5 

mm，計測速度は最大13 575 pixel/sec.から最大1 016 000 

pixel/sec.，回転速度は75 Hzから200 Hzまで向上した．ま

た，スキャナの設置位置を変更し，従来の斜め45°照

射から覆工壁面と直交したスキャンができるよう垂直

照射に変更してビーム径の大きさによる誤差を最小化

した． 

移動体から計測された三次元点群データ（以下点群

データと称す）は，トンネル軸方向に対して螺旋状に

分布し（図-2），その軸方向の間隔は走行速度に比例

する．本研究では，軸方向の点群間隔が10 cm以下とな

るように，また一般交通への影響を与えない速度を設

定することとし，約70～80 km/h（断面間隔約7.8 cm～9.0 

cm）にて計測を実施することとした． 

(2) 点群データの処理方法

計測された点群には，トンネル表面に関連するノイ

ズや計測システム自体が有するノイズが含まれている．

そこで以下に示す通り，これらのノイズを最小化し，

覆工形状の計測精度を向上させる処理方法（5ステップ）

を構築した． 

【STEP 1】覆工コンクリート三次元点群の読み取り

計測点された三次元点群データを読み込み，計測エ

ラーやノイズを取り除く．また，照明やケーブル等の

付帯設備，所定の厚みを持つ補修，補強および漏水防

止工等の点群データについては，この段階で取り除く． 

【STEP 2】トンネル仮中心軸と断面方向の設定 
適当な座標軸を仮定し，トンネル縦断方向に一定の

間隔で仮断面を作成する．断面と点群との交点を求め，

水平方向の最遠点どうしを結んだ線上に，最上部の点

から下した垂線との交点を求め，これを断面の仮中心

点とする．仮中心点を連ねて仮中心軸を設定し，これ

と直行するように断面を設定する（図-3）． 

【STEP 3】点群のフィルタリングと代表点の選定

設定した各断面において，半径方向に一定角度（Δθ）
内，トンネル延長方向に一定距離（2ΔL）内の点群を

GPS 
カメラ 

IMU 

レーザスキャナ 

オドメトリ 

図-1 車載型 MMS外観 

図-2 移動体から計測した三次元点群データの螺旋分布
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対象に，仮中心軸に対する最遠点から一定の許容範囲

内の点群を抽出する．抽出された点群の座標を単純平

均し，この範囲における「代表点」の座標とする．こ

れにより測定値自体，反射強度あるいはビーム径の影

響によるばらつきを最小化する（図-4）． 

【STEP 4】最適円による曲率半径の測定

各断面について，代表点が円弧の近傍にあると仮定

し，この円弧の中心と曲率半径を最小二乗法により求

める．求められた円を最適円とする（図-5）． 

【STEP 5】最適円との距離表示 
各断面の代表点について，最適円の中心点からの距

離と最適円の半径との差を求め，これを最適円からの

距離として表示する． 

4. 覆工形状計測の分析結果と考察

(1) 計測の対象

レーザスキャニングにより覆工の形状計測を，矢板

工法で建設されたSトンネルを対象として実施した． 

本トンネルは，上り線（Ⅰ期線）と下り線（Ⅱ期線）

からなり，それぞれで供用開始時期および施工方法が

異なる（表-1）．また，トンネル延長は上下線ともに

128 mであり，最大土被りは約12.5 mである（図-6）． 

最遠点 

仮中心軸 

仮断面 

設定断面 

仮中心 

最遠点より求めた 

上半円の仮直径 

図-3 トンネル仮中心軸と断面方向の設定

許容範囲 

Δθ

2ΔL

代表点 

仮中心 

図-4 点群データのフィルタリングと代表点の選定

最小二乗近似 

（最適円） 
代表点 

仮想中心(断面内) 

図-5 最適円による曲率半径の測定

図-6  Sトンネルの周辺状況（概略） 

表-1 矢板工法で建設されたSトンネルの概要 

上り線
（Ⅰ期線）

下り線
（Ⅱ期線）

 供用開始 昭和44年3月 昭和52年4月

 施工方法 上半先進 側壁導坑先進

 覆  工 逆巻き R=4.3 m 順巻き R=4.6 m

スパン長 8.4 m 7.2 m

断面図
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表-2に，Sトンネル供用後のイベントを示す． 

(2) ひびわれ分布（詳細点検）

本トンネルにおける詳細点検Bは，平成17年および23

年に実施されており，点検により作成されたひびわれ

展開図からは，新たなひびわれの発生や進展はほとん

ど認められていないことを確認している．平成23年度

（平成24年2月）に実施されたひびわれ展開図（ひびわ

れ幅1.0 mm以上）を図-7に示す． 

 上り線のひびわれ展開図を見ると，ひびわれはクラ

ウン部に集中する傾向にある．肩部付近には縦断方向

のひびわれが見られ，一部のスパンにおいてスパン中

央付近に横断方向のひびわれが発生している．上半脚

部付近におけるひびわれは僅かである． 

 下り線のひびわれ展開図では，ひびわれは上半全体

に分布している．天端部から上半肩部付近において縦

断方向ひびわれが発生しており，スパン中央部付近に

発生している横断ひびわれは脚部まで到達しているも

のが多く見られる．また，上り線より後に建設された

にもかかわらず，ひびわれの頻度が高くなっている． 

 これらの違いは，供用後上部に建設された建物によ

る鉛直荷重の影響，または施工方法に起因するものと

推定できる．前述のとおり，供用後に建設された建物

は下り線上部に集中しているため，建物による鉛直荷

重が影響している可能性がある．施工方法の違いによ

る影響の可能性としては，覆工に対する拘束効果が考

えられる．覆工背面の拘束効果の差違は，上下線で地

表形状がほぼ同一であることから同様に作用している

と仮定した場合，覆工上半脚部の拘束効果の違いによ

るものと考えられる．一般に，温度や乾燥収縮による

ひびわれは，構造物の拘束効果が大きいほどが発生し

やすい傾向にあることが知られている．下り線では，

上半覆工コンクリートよりも先に側壁コンクリートが

建設されているため，覆工が逆巻きで建設された上り

線よりも，上半脚部の拘束効果が強く，体積収縮によ

るひびわれが発生しやすかったものと推測できる． 

また，下り線では13スパンと14スパンを境界にして，

ひびわれ発生パターンがやや異なる．13スパン以前と

比較すると，14スパン以後は上半肩部から側壁にかけ

ての縦断方向のひびわれは減少しているが，天端の縦

断方向ひびわれはやや多く発生している．縦断方向の

ひびわれは斜め方向に変化しており，とくに15スパン

にはひびわれが亀甲状に発生している．スパン2でも，

ほぼ矩形状に閉合したひびわれが肩部付近に観察され，

またスパン8と9では，天端付近に放射状のひびわれが

見られている．ただし，これらのスパンは，他のスパ

ンよりも縦断方向のひびわれが少ない傾向にある．一

般に放射状，亀甲状および閉合ひびわれは外力により

発生しやすいとされており（たとえば文献1)），これら

の区間では何らかの外力による影響を受けている可能

性があると考えられる． 

2，8，9，14～18スパンを除くと，外力によって発生

するとされているせん断ひびわれや圧ざは認められな

いことから，大部分はコンクリートの体積収縮に起因

するなど外力以外の原因によるひびわれと推定できる． 

図-7 ひびわれ（ひびわれ幅1.0mm以上）展開図（数字は施工スパン名） 

ひびわれ幅 

表-2  Sトンネル供用後のイベント 

時系列 イベント

 昭和44年3月  一期線（上り線）共用開始

 昭和52年4月  二期線（下り線）共用開始

 昭和54～58年
 下り線直上（下り方向坑口以外）
に建物建設

 昭和58～63年
 下り線下り方向坑口直上にレスト
ラン建設

 平成17年度  詳細点検B実施

－ レストラン取り壊し→更地

 平成23年度  詳細点検B実施

 平成24年  更地となった個所に集合住宅建設

 平成27年度  詳細点検B実施
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(3) 覆工形状の特徴とひびわれとの関連性

a) スパン内での曲率半径の分布

図-8に，レーザスキャニングにより得た点群データ

の一例（下り線）を示す．点群の濃淡は，レーザの反

射強度を示している．本トンネル覆工は，バラセント

ルにより建設されており，得られた点群データからも，

バラ型枠の形状などが確認できる． 

前述したひびわれ発生パターンの分析では，下り線

の一部のスパンにおいては，外力によりひびわれ分布

が変化した可能性があると判断した．このことを踏ま

えた上で，覆工形状の分析を行った．なお，上下線と

もに坑門工の影響を排除するため，両坑口部を除く各

スパンを対象とした．また，各スパンでは漏水防止工

が含まれる点群は省いたため，実際のスパン長より0.5 

m程度短くなっている． 

覆工の各スパンでは，トンネル延長方向に対して0.5 

mピッチで断面を作成し，3．で示した手法により曲率

半径とこれからの偏差を求めた．図-9および図-10に，

上り線及び下り線それぞれの一スパン内の各断面で求

めた曲率半径の分布を示す．図の横軸はスパン端部か

らの距離（以下，スパン距離）を示すが，漏水防止工

を省いた箇所を起点（0 m）としている．縦軸は曲率半

径を示し，分析した全スパンを重ねて図化している． 

図を見ると，上半部の曲率半径は，上り線では設計

半径の4.3 mを中心に分布し，下り線では設計半径の4.6 

mを上回るスパンが多いことがわかる．また，スパン中

央部付近で曲率半径が小さくなる傾向があること，こ

の傾向がほとんどのスパンで同様であることが示され

ている．これらの傾向は上下線ともに共通である．た

だし，スパン毎の絶対値は，上り線で平均して2 cm程

度，下り線は4 cm程度の範囲でバラツキが認められる．  

また，上り線2 m付近と6 m付近にて確認できる局所的

な段差については，ほぼ全スパンでその傾向が示され

ている．コンクリートの硬化過程やトンネル供用後に，

全スパンで共通箇所における変形（スパン距離2および

(a)トンネル覆工（下り線）の全体図

(b) 付帯設備，漏水防止工の点群データを取り除いた状態 
（下り線：9～11スパン） 

図-8 スキャニングした点群データの例 
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6 m）が発生したとは考えにくいため，これはバラセン

トルによる覆工型枠形状の影響と判断できる． 

b) 最適円との距離

本研究では，計測データを処理して覆工上半部の代

表点を求め，トンネル横断方向の断面について，これ

を最もよく近似する円（最適円）を最小二乗法により

求めて，この半径を曲率半径としている．この処理に

より得られた最適円と代表点との距離を図-11にまとめ

て示す．図中の黒線は最適円を示し，それ以外のカラ

ー線は代表点と最適円との距離を，半径方向に50倍拡

大して示したものである．ここでは，断面位置（スパ

ン距離）1.0，3.0，6.0 mの３断面のみ示す．また，スパ

ン内のトンネル縦断方向の断面における最適円と代表

点の距離の分布を図-12に示す．本図には，覆工上半の

天端，肩部および脚部における最適円からの距離の分

布を示している． 

上り線では，全てのスパンにおいて最適円からの代

表点の距離は小さく，また離れのモードは類似してい

る．トンネル縦断方向の各断面で比較すると，断面毎

で離れのモードは異なる傾向にあるが，断面内では全

てのスパンで類似した分布形状となっている． 

下り線の脚部については，各スパンでの最適円から

の距離は大きく数cmに達する場所もある．仮に，最適

円からの距離を変形と仮定した場合，脚部付近では表

面ひびわれ以上の変状が生じていることとなる．しか

し，ひびわれの観察結果ではこの部分に変状は認めら

れていない． 

これは，下り線が側壁導坑先進工法により施工され

ていることにあると考えられる．側壁導坑先進工法で

は，トンネル上半覆工が，先に施工された側壁コンク

リートの天端に合わせて打設される．このため，上半

覆工の施工は側壁コンクリート天端の施工精度に左右

される．たとえば，覆工が上半脚部付近において上げ

越しされて施工された場合には，この部分で形状の変

化が生ずると考えられる．上り線は逆巻き工法であり，

先に上半部が施工されるため，側壁導坑先進工法に比

べて脚部の形状変化が小さいと考えられる． 

5. おわりに

 本研究では，矢板工法で建設された覆工コンクリー

トに関して，レーザスキャニングによる計測を実施し，

ひびわれのパターンと覆工形状の関連性を調べた．検

討の結果得られた知見は，以下のとおりである． 

① 得られた点群から覆工上半部の代表点の並びを最

もよく近似する最適円を求め，さらに曲率半径と

最適円からの距離を分析することで，覆工形状の

図-11 横断面における代表点と最適円からの距離分布の一例 
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特徴を捉えることが可能である． ② 覆工形状について各スパン間で共通性（特徴的な

図-12 縦断方向における代表点と最適円の距離分布の一例 
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曲率半径の分布など）が見られた場合，それらは

外力による覆工の変形によるものではなく，覆工

コンクリートの硬化過程の変形か元々有していた

型枠形状に起因するものであると判断できる． 

③ 一部のスパンで他と異なる覆工形状分布が見られ

た場合，外力による覆工の変形が示唆される．

④ 側壁導坑先進工法のトンネルでは，覆工上半部と

側壁コンクリートとの接合部の施工状況が計測結

果の分析に影響を及ぼす可能性がある．

道路トンネルの点検で直接目視できるのは，トンネ

ル覆工と路面である．著者の一人は，トンネル内の路

面状態をMMS計測し，路面状態の簡易な評価手法を提

案している15)．MMSにより供用時のトンネル覆工形状

および路面状態を簡易に計測・評価できれば，供用時

情報としてストックしトンネル維持管理業務の効率化

に資するものと考えている． 

一方，掘削時に切羽観察記録が電子データとして保

存されているトンネルでは，切羽位置とそれに応じた

地山状況を即座に参照することが可能である．いわば

施工時情報である．これら供用時情報および施工時情

報とがトンネル内位置情報とともに照合できれば，不

具合発生時の原因解明などに役立ち，これまで以上に

適切な不具合対策を取ることが可能になるものと考え

られる． 
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MEASUREMENT OF LINING SHAPE FOR TUNNELS CONSTRUCTED BY 
TIMBERING SUPPORT METHOD 

Tsuyoshi DOMON, Kentaro SUGAWARA and Katsumi OKUBO 

   Profiles of the tunnel lining were measured using a mobile laser scanner with improved accuracy. 
Curvature radii of the upper section of the tunnel lining were then determined by the proposed method 
using the three-dimensional point cloud obtained from the laser scanning results.  

   The results showed the characteristic distribution of the curvature radii that were consistent throughout 
each installation interval of assembly form centering. It is difficult to consider that the distribution of the 
lining shape resulted from the deformation of the lining owing to an external force in the case when this 
type of distribution is observed. It is, therefore, concluded that the cracks in the lining were attributed to 
causes other than an external force, such as deformation of the concrete lining during the curing process. 
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